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３　介護保険制度の安定的な
　　運営

令和3年度から東三河広域連合の構成市町村内で
介護保険料が統一され、蒲郡市民にも保険料の変
更についての説明チラシを配布して周知を実施。

介護保険手続のオンライン化及び標準化
システムへ移行予定のため広域連合及び
構成市町村内で検討が必要。

施策の内容（主な取組）

年金手続きｵﾝﾗｲﾝ化及び標準化ｼｽﾃﾑへ
の移行予定。国及び日本年金機構と連携
し、未納未加入を防ぎ、確実な年金受給へ
繋げていく。

令和3年4月施行された外国人脱退一時金制度の法
改正に伴い、市民課総合窓口と連携し「転出される
方へ」ﾁﾗｼへ日本語と英語で表記を開始。

４　国民年金制度の啓発・周知

単位施策名 実績・成果 今後の方向

個別計画の目標指標

指標名 単位
策定時

R2 R3

実績値 目標値

１　国民健康保険事業の
　　安定的な運営

２　後期高齢者医療制度の
　　安定的な運営

県へ納める納付金確保のため、収納率向上策として
初期未納者への電話勧奨を委託する。
特定健診受診率向上のため、電話による受診勧奨
を委託する。

次年度新たに被保険者となる方への口座振替の勧
奨及び初期未納者に対する電話勧奨業務を外部委
託により実施。後期高齢者健診のほか、保健事業に
ついて介護予防との一体的な取り組みとして実施し
た。

収納率の向上と県に納める納付金に合わ
せた税率設定および将来的な保険税率県
下統一に向けた検討を行う。
引き続き特定健診受診率向上のため、出
張健診を実施し健診長期未受診者を中心
に受診勧奨を行う。

令和4年10月から窓口負担の2割負担が導
入される。保険者である愛知県後期高齢者
医療広域連合と連携し、安定した制度運営
を図る。後期健診の受診率向上を進めるた
め受診勧奨に取り組むほか、保健事業に
ついては引き続き介護予防との一体的な
実施を推進する。

計画名 計画期間

R4 R5

R3 R4

特定健康診査受診率 ％ 39.6 28.3

国民健康保険税収納
率

％ 94.39 94.90

SDGs独自指標
実績値

R7
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笑顔つながる幸せに暮らせるまちづくり　-健康・福祉-

６　社会保障・保険分野

保険年金課

長寿課／健康推進課／収納課

中心所管課

関連所管課
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R12

策定時 目標値
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R2



特定健康診査受診勧奨
健診未受診者に対するコールセ
ンターによる電話での受診勧奨
の実施

受診率向上のための各種施策の
実施

0.5

1,450 1,600

805 934

国民健康保険税収納率向上
対策事業

事業名

後期高齢者医療保険料徴収
事業

新たに被保険者となる方への口
座振替勧奨及び初期未納者に対
するコールセンターによる電話勧
奨の実施

2,823 2,723

R3（決算額） R4（予算額）

事業費（千円）

収納率向上のための各種施策の
実施

0.75

総
括
評
価

成果・課題

今後の方向

国民健康保険については、コロナの影響による収納率減を解消することができたが、今後の被保険者
数の減少や加入者の所得が伸びない中で県へ納付する納付金額にあわせた税率設定を検討する必
要がある。
後期高齢者医療制度については、口座振替の勧奨及び初期未納者への電話勧奨を実施したが、被保
険者の増加と窓口負担見直しによる負担増の収納率への影響が懸念される。
健診受診率向上の取り組みを引き続き行う必要がある。

国の方針を踏まえ、愛知県及び愛知県後期高齢者医療広域連合と密に連携しつつ、医療費の適正
化・収納率の向上に一層取り組み、安定した制度運営を行う必要がある。

主要事業の実績評価

1

実績（Ｒ３年度） 今後の方向

人工

0.47

初期未納者に対する国保税コー
ルセンターによる電話での納付
勧奨

収納率向上のための各種施策の
実施
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